
第１部 基 調 報 告

NPO法人大分県協育アドバイザーネット

中 川 忠 宣

第１７回 地域発『活力・発展・安心』デザイン実践交流会

＜回想録資料集＞「歴史があって 今がある!」
～大分県版「教育の協働（協育）」への歩み～



第１章 「教育の協働（協育）」への歩みの概要

第２章 学校週５日制度が「学校教育改革への大転機」の時代へ！
第１節 学校週５日制度の概要
第２節 学校教育での新しい施策
第３節 学校外（社会教育分野）での新しい施策

第３章 大分県における「教育の協働」の取組みの時代へ！
第１節 「教育の協働」を推進した法律の改正
第２節 大分県における「教育の協働」の取組みの歴史の概要
第３節 大分県版「地域教育振興プラン」の策定
第４節 大分県版「地域協育振興モデル事業」の実施
第５節 大分県の「地域学校協働活動」の現状（令和２年度調査）
第６節 大分県の「地域学校協働活動」の現状の概要（令和５年度県教委資料）
第７節 「教育の協働」の必要性に関する教職員の声

第４章 地域学校協働活動の制度化へ！
第１節 学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）の導入
第２節 学校支援地域本部から地域学校協働本部へ
第３節 地域社会における「教育の協働」のシステム化への考察
第４節 学校と地域の新たな協働体制の構築に関する資料

～コンサルティングから見えてきた課題とアドバイスの概要～
第５節 学校と地域の新たな協働Ｑ＆Ａ「一歩前進！ヒント集」の概要
第６節 「教育の協働」に関する研究論文等の概要一覧（著者分）

第５章 「教育の協働」の実践と発展へ！
第１節 教育の協働の推進に係るに関する調査報告Ⅰ～Ⅵの概要
第２節「地域学校協働活動へ」の先進地の事例
第３節 別府市立石垣小学校の取組み事例
第４節「学校と地域の新たな協働（協育）」事例集の概要

第６章 NPO法人大分県協育アドバイザーネットの設立
第１節 『協育』アドバイザーの養成からネットワーク化へ
第２節 『協育』アドバイザーの養成からNPO法人へ
第３節 NPO法人大分県協育アドバイザーネットの活動の概要

第４節「地域発『活力・発展・安心』デザイン実践交流会」の概要
第５節 NPO法人大分県協育アドバイザーネットの作成動画



①１次教育改革：近代の学校教育制度は明治５年の「学制」

② ２次教育改革：終戦後の昭和２２年の教育基本法

③３次教育改革：平成４年９月12日(1992年)からの学校週５日制度

＜過去＞「教える学校教育」の時代からの脱皮へ！

地域の教育力を動員して「教育の協働」の時代へ！

報告２ 大分県版「地域協育振興プラン」の策定（平成19年３月）と推進

報告１ 「教育の協働」への学校教育及び社会教育の施策の始まり

・平成18年12月22日公布・施行された改正教育基本法第13条
・その他の各種法律等

＜「教育の協働」の推進のための法律の改正＞

報告３ コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の推進
<平成20年度から大分大学高等教育開発センター教授としての調査研究と実践>



＜現在＞「教育の協働」（地域学校協働活動）の制度化の時代へ！

・学校支援地域本部から地域学校協働本部へ
・学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）の実践と拡大

報告４ コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的な取組みの推進

～地域学校協働活動のねらいと構造～

報告５ コミュニティ・スクールと地域学校協働本部の一体的な取組みの推進

～地域学校協働活動の実践事例～

・地域社会主人公の地域学校協働活動のシステム化

・地域と学校を繋ぐ「協育コーディネーター」の育成と活動のシステム化

・学校運営協議会の必要性の認識と委員自身の役割の認識

＜未来＞提案：地域社会における「教育の協働」のシステム化



＜学校週５日制は「教える学校教育」の時代からの脱皮へ！＞

Ⅰ．学校週５日制の経緯と目的
平成４年９月12日(1992年)からの学校週５日制度

（学校教育法施行規則第47条）
・毎週の５日（完全学校週5日制）は月２回の実施を経て平成１４年に完全実施
・法律によって導入された「学校と地域社会が協働して育む」制度の起源
・教職員の労働時間の短縮という課題への対応でもあったとも指摘

・学校、家庭、地域社会の役割を明確にし、それぞれが協力して豊かな社会体
験や自然体験などの様々な活動の機会を子どもたちに提供すること

・子どもたちの生活全体を見直し、ゆとりのある生活の中で、子どもたちが個
性を生かしながら豊かな自己実現を図ること

＜目的＞

これまでの「学社連携・学社融合」→「制度としての教育の協働」への発展

報告１： 「教育の協働」への様々な施策の始まり

※教育の協働への様々な施策と関係する法律改正等は資料の最終頁に添付



「大分教育の日条例」平成１７年３月３１日施行
第1条
県民の教育に対する関心と理解を深め、学校、家庭及び地域社会が相互に

協力することにより、明日の大分を担う心豊かでたくましい子どもたちを育
成するとともに、生涯にわたって自ら学び、郷土を愛し、地域社会の振興に
主体的に参加する人づくりを進めるため、おおいた教育の日を設ける。

〇教育委員会総務課から「学校・家庭・地域の教育の協働」に関する担当課
となるよう梶山生涯学習課長に依頼があり、若杉係長（総務担当）・宮迫
係長（市町村合併担当）・中川参事（当時）で協議の上、関係課長の了解
のもとに具体的な取組みを行うこととした。

〇学校・家庭・地域の３つの力を合わせて育むという趣旨を文字で表わすこと

として「協育」という造語を考案

報告２： 大分県版「地域協育振興プラン」の策定と推進

平成16年に「大分教育の日条例」の制定に関連して生涯学習課に
教育行政の施策の策定の打診



＜教育行政としての関係各課の意思疎通と一体的な推進＞

＜H16年度～第５次大分県総合教育計画に係る教育改革の明確化の検討＞
・目標②「県民すべてがかかわる大分の教育の創造」とし、「学校・家庭・地域の
教育の協働について」をテーマとして、大分県教育委員会としての施策の検討

・学校教育の方向性はコミュニティ・スクールの導入による地域との連携であり、
コミュニティ・スクールと両輪となる「教育の協働」の方策について社会教育
行政の観点からの検討

＜策定に向けての課題と対応＞

＜県教育委員会関係全課による検討委員会の設置＞
①関係各課が「教育の協働」関係する方策・事業の整理
②協働を推進するための具体的な取組みの明確化



①H17年度～地域協育振興モデル事業の実施
・予算化（県単事業の1,000万）

②H18.2「地域協育振興のためのＱ＆Ａ」の作成
  ・文科省事業を受託して大分県地域協育振興会議を設置

１．市町村合併の最中で市町村での取組みが可能か
・市町村行政や学校現場への周知と推進 ・公民館機能の削減 等々

１１

＜建議＞H20.3県社会教育委員会議の建議

～「協育」ネットワークのキーステーションとして～
教育の協働を推進する拠点としての役割を果たすための公民館の役割

～大分発「協育」ネットワークプラン～
＜答申「地域社会の協働による子どもの健全育成の方策について」
②H18.11県社会教育委員会議への諮問・答申

２．どんな施策を策定するのか
①施策のコンセプトと具体的な仕組みの検討
・関係する先進地の資料収集

○17年度～18年度は２市（豊後高田市・臼杵市）
○18年度～19年度は新に２市（佐伯市・豊後大野市）



大分県における「協育」の推進の流れ

教育基本法の改正
（平成１８年１２月）

遅々として進まない「学社連携」・・消えゆく地域社会・・乱れる子どもたち・・
どこかへ消えようとしている「社会教育」 施策としての地域作りシステム！

①大人自身の生きがいと地域の再構築 ②次代を担う子どもの育成

３．「新大分県総合教育計画」 策定（平成１８年６月）
４．大分県社会教育委員会議の答申（平成１８年１１月）

２．「地域『協育』振興モデル事業（平成１７年度～）

１．「17年度県政運営基本方針」 及び「17年度大分教育行政基本方針」 

５．大分県社会教育委員会議の建議（平成２０年３月）
建議：「協育」ネットワーク化を進める中核的な役割を担う公民館運営

答申：「大分発『協育』ネットワークプラン」

背
景

目
的

学校、家庭、地域社会の「教育の協働」の具現化
キーワード ①情報の共有 ②コーディネーター ③公民館

「地域協育振興プラン」（「協育」ネットワークの構築）

平成１９年度～平成２７年度

具
体
策



教育力の相互活用

H16年10月6日
大分合同新聞

H17年度
県政運営基本方針

７つの重点施策の1つ

▽「学校改革」と学校・
家庭・地域の“協育”
ネットワークづくり



新 大 分 県 総 合 教 育 計 画（関連項目）大分県教育改革プラン 平成１８～２７年度



＜地域協育振興プランの目次＞



地域協育振興モデル事業

現状

情報の共有コーディネート 協育ネットワーク

ネットワークによる効果

①地域子ども活動プロジェクトチーム ②安全・環境浄化プロジェクトチーム ③その他協力事業
読み聞かせグループ・文化伝承団体・公民館・
学童保育等の学校外での子どもを育む取組み

自治会・警察・ＰＴＡ・企業・民生児童委員等が、
通学路の安全確保、溜まり場の解消等を行い
つつ、子どもの情報を収集する体制を整備

小さな親切運動・花いっぱい運動
・教育の日事業・家庭教育研修等

学

校

地

域

家

庭

○閉鎖的な意識や体質
○「確かな学力」「生きる力」の育成

地域の教育力を活用した教育

○育児不安・躾の欠如や親の多忙化
○過保護・過干渉等による教育力の低下

○人間関係の希薄化や大人のモラルの低下
 等による教育力の低下

地域の大人の総参加による子育て 家族全員の子育て意識と能力の向上

《地域総参加での子育ての街づくり》
地域としてまとまりが強い中学校区（学校・行政・ＰＴＡ等団体・グループ等）

○各団体・グループの活動の相互理解 ○新しい人材の発掘 ○新しい取組み

学 校 地 域 家 庭

○子どもの学校外活動への参加の奨励
○教育活動での地域人材の活用
○学校施設等の地域への開放

○地域人材を発掘して、地域活動での活用や
 学校で活用するための派遣システムを作る

○家庭外の子どもの様子を知る

○家庭の役割の認識と子育て参加

市町村合併に伴う教育体制の支援 地域コミュニティーのための公民館の活性化 教育・福祉等の行政の連携の促進

《公民館に校区相談員を配置》

地域協育コーディネーター
《市教育委員会に配置》 ①地域協育プロジェクト（市レベル）の組織化

②校区ネットワーク（中学校区（３校区））の組織化

校
区
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

地域事業、活動組織・団体・グループ等の調査
実践

－日常的・緊急時に対応する体制－

教育力の相互活用

H17年度～19年度



～「地域協育振興のためのＱ＆Ａ」の構成・内容～

②校務分掌に担当教職員

開かれた学校づくりの推進

・地域人材の活用
・学校安全の推進
・体験活動の促進

③県教育委員会の役割 ⑤学校の役割④市町村教育委員会の役割

○各団体等の活動の活性化
○新しい人材の発掘・登録
○新しい活動の開発

「協育の総合計画」の策定マスタープラン

①学校教育計画の策定

①協育ネットワークの意義 ②協育ネットワーク構築の視点

①地域協育の必要性の啓発
と情報提供

＜モデル的な事業の実施＞

③協力者・推進者の育成の
ための研修の充実

④県レベルのネットワーク
の組織づくり

⑤県立施設の有効活用の
促進

②イニシアティブと市町村
への支援・連携

③支援ボランティアの活用

地域協育推進担当（仮称）

○担当教職員との連携
○校区相談員・校区コーディ
ネーター等との連携

○人材発掘等、人材バンクづ
くりの支援

○学校とボランティアの窓口

家庭・学校・地域社会が協働して教育効果を上げる 教育行政のリーダーシップと関係者との連携の構築

地域協育コーディネーター

地域協育プロジェクトの推進 学校との連携・協働
○学校教育計画への指導
○教職員研修の企画・実施
○地域と学校つなぐ

①調査活動
②地域の協力機関・学校・団体等に
よるプロジェクト会議の開催
※関係機関・団体・グループ等で
協働する内容や方法を協議

③一定エリアでの日常的な活動の牽引

地域総参加で子育てのまちづくり 協育ネットワークづくり

校区相談員（仮称）又は校区コーディネーター（仮称）

校区ネットワークの推進

地域子ども活動 安全・環境浄化活動学校支援

中学校区程度のエリア公民館等を拠点
○地域協育コーディネーターやコーディネーター・担当教職員との連携
○「校区ネットワーク会議」の開催と日常的な情報収集・提供

○教育課程への位置づけ
○人材バンクづくり

○教職員のニーズの把握
○教職員と地域人材の橋渡し
○保護者への説明等の情報提供

地域で子育て 豊かな学校づくり

コーディネーター

地域協育の環境整備

情報の共有 活動の連携・協力

H18年３月



<答申>大分発「協育」ネットワークプラン

【県】 ｢地域協育振興プラン（仮称）｣の策定

答申の柱：家庭・学校・地域社会の協働を推進する協育ネットワークシステムの構築

地域協育プロジェクト会議

学校教育行政社会教育行政
参画

社会教育委員

豊かな学校教育活動

支援

地域協育協議会 各学校教育行政

活用

保護者・住民

支援

①学校支援システムの構築
②「学力向上会議」の活性化
・地域教育力活用システムの構築
・家庭教育力向上施策の構築
・地域の環境浄化施策の構築
・児童生徒の問題行動等に関する
教職員支援体制の構築

③ＰＴＡ等による取組の推進
・日常的な学習支援ボランティア
・学校の安全確保の実践
・家庭での子育て実践

Ⅱ.豊かな学校教育活動Ⅱ.公民館活動の充実
①協育ネットワークの拠点
・協育ネットワーク会議の開催
・地域住民への啓発活動
・地域情報の収集と提供
・地域人材の発掘・登録・提供

②家庭教育支援活動
・学習機会の提供
・子育てスローガンの普及
・相談・情報提供機能の充実
・親子活動機会の提供

③子どものための活動の促進
・日常的な活動の広がり

支援

Ⅰ.関係部署との連携強化
①「協育」振興のための教育行政組
織の整備

②協働できる各種団体、機関等との
連携の推進

③社会教育行政と学校教育行政の
連携の推進

④学校教育活動と社会教育活動の
日常的な連携の推進

⑤情報収集・提供システムの整備 学校住民

教育委員連携

コーディネート機能

コーディネーターの設置

地域体験活動の推進

【市町村】

【校区】

答申内容Ⅰ ： 教育の協働を推進するための｢教育｣ネットワークシステムの構築方策（提言５・７・８・９・１０・１１）

答申内容Ⅱ ： 家庭、学校、地域社会における日常的な教育の協働を推進するために、社会教育行政として行うべき重点的な方策
○公民館活動の充実：（提言１・２・６・９・１０・１２・１３） ○学校支援体制の充実：（提言３・４・１０・１４）

安全・安心な地域作り活動

方針 方針

支援

①地域教育力の活用、保護者との
協働等の明確化

②校務分掌等の見直しによる協働
体制の整備

③一定エリアの連携の推進

Ⅰ.学校教育計画の策定

人的ネットワークの拡大

コーディネート機能

平18年11月



１．内容：市町村全域を対象とした市町村としての方針・方策を協議をする。
２．構成：社会教育、学校教育、首長部局の関係部署、地域の関係者等
３．コーディネーター：「地域協育コーディネーター」の配置

教育委員会の役割

４．期待される効果：教育関係者の認識の共通化、首長部局との連携

安全・安心なまちづくり 豊かな体験活動の促進

「校区ネットワーク会議」への支援・助言 住民への啓発や研修会の実施 「学校支援ネット」づくりと支援・指導

「協育ネットワークシステム」の３層構造

地域協育プロジェクト会議：教育委員会に設置市町村

支援

１．内容：中学校区程度の一定エリア内の教育課題を解決するための日常的な取組
２．コーディネーター：「校区コーディネーター」の配置

公民館の役割

「協育」ネットワ ークの構築 家庭教育の支援 子どもへの支援

地域の学習
拠点としての機能

学校、家庭、
地域社会の連携推進

一定エリア

支
援

校区ネットワーク会議：中学校に設置

１．内容：親（保護者）や地域住民による日常的な学校支援
２．構成：ＰＴＡの専門部会への位置づけ、地域有志による 組織化等
３．コーディネーター：「学校支援ネットリーダー」の配置  

          ※学校の地域協育推進担当者（教員）との連携

学校支援ネットの役割
学校と地域住民
をつなぐ

学校と親（保護者）
をつなぐ

協力者の発掘・登録・活用 保護者による学校への支援 全家庭共通の取組みへの支援

学校 学校支援ネット：各学校に設置

支援



公民館

スポーツ
指導者

商工会
退職校長会

ＰＴＡ

老人クラブ

校区ネットワーク会議

支
援

啓
発

地域協育プロジェクト会議(市町村教育委員会)

連携・協力

≪ 人の波紋が広がる「協育」ネットワークシステムイメージ図 ≫

自治会

学 校
学校支援ネット

学 校

学 校
学校支援ネット

学校支援ネット



学校関係者
社会教育関係者
福祉関係者
青少年育成団体等

青少年育成関係者

自治会長
商工会関係者
老人クラブ
婦人会 等

地域関係者
住民が集まる

情報が集まる

期待が集まる

校区ネットワーク会議

情報バンク
ネットワーク網の作成
  団体・グループ・個人等

学校への提供

親への提供

住民への提供

○子どもの体験活動
○安全な地域づくり

社会教育での活用

公民館 職員・施設・設備・予算公民館の基準改正

リーダーづくり・組織づくり



地域協育プロジェクト会議（臼杵市） 校区ネットワーク会議
（豊後大野市「緒方地区ネットワーク会議」）
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学校支援地域本部事業
（平成２０年度新規国委託事業）

学校支援地域本部

※中学校区単位に設置し、

域内の学校を支援

地域教育協議会

・企画立案

・事業評価

・広報活動

・人材バンクの作成

・コーディネート 等

・学習支援
・部活動指導
・環境整備
・登下校安全確保
・学校行事の共催 等

学 校

地域協育推進担当

地域住民

学校支援ボランティア
（無償）

退職者、有資格者等、
様々な仕事・特技を
持つ人

コーディネーター



報告３： コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）の推進

学校運営協議会（住民代表としての学校運営への参画）

＜学校運営協議会に求められるもの＞
①協議会の役割を理解 ②学校の教育課題を知る ③教職員の求めを知る
④教職員との協働意識 ⑤地域住民への啓発・広報

＊学校運営方針の承認 ＊学校運営への意見 ＊教職員の任用に関する意見
＜一定の権限と責任（合議体）＞



コミュニティ・スクールの構造

学校教育目標の設定

学校経営方針の設定

学校運営方針の設定

学
校
長
の
権
限

学
年
経
営

学
級
経
営

教
科
経
営
等

学校教育の基本的な構造

学校運営協議会の権限と責任
学校運営への協働（協働の促進）学校運営の基本方針の承認 他

教職員の心的・時間的なゆとりによる教育の質を向上するための方策



＜学校運営協議会設置の３原則＞

１．考え方の基本→「学校評価」を基盤にした学校経営を行う
①学校が抱えている課題を解決する（一歩を踏み出す）１つのツール。
②熟議を通して「何がコミュニティ・スクールのテーマであるか」を明確・共有化
・教職員と地域住民・保護者の意識の共有 →テーマコミュニティー
③学校経営の主体は学校長であり、校長の学校経営をやりやすくするために「学校
関係者評価」をしなながら地域住民の願いも反映させて学校運営するために学校
運営協議会を置く。

２．学校だけでは抱えきれない様々な課題への地域住民の教育力の導入
→教職員の意識調査

①Ｈ11当時：不登校や荒れ、学力問題等への対応が導入の発端。
②住民・家庭を基盤にした課題への「対処療法」と「原因療法」を可能に。

３．コミュニティ・スクールの成果
①子どもへの効果：基礎学力の向上やいじめ・不登校、児童生徒の自主性
②学校への効果：地域との共同体制、授業力の向上、教職員の意識の共有
③地域住民への効果：大人の繋がり、地域づくりと活性化、親の子育て意識の向上



平
成
二
十
三
年
五
月

大
分
合
同



平
成
二
十
五
年

大
分
合
同







学校支援システム設置校（20校）

順調だった95％

どちらともい
えない5％

混乱が見ら
れた0％

混乱が見ら
れた40％

どちらともい
えない25％

順調だった
35％

宮城県内公立学校長聞き取り
2011．5．26現在（学校支援システム設置校20名，未設置校20名）

学校支援システム未設置校（20校）

大人社会への効果：東日本大震災を振り返って
避難所（学校）において自治組織が立ち上がる過程は順調だったか。

先進地の事例



＜現在＞「教育の協働」（地域学校協働活動）の制度化の時代へ！



報告４： 地域学校協働活動の制度化

「学校運営協議会制度」と「地域学校協働本部」の一体的推進

＜現状で可能？＞

学校教育制度
＜法律等による制度の義務化＞

＜学校教育行政の現状＞
①教育委員会は学校教育中心
②3つの「ゲン」の保障
権限・財源・人間

社会教育制度
＜法律等は「～～できる」＞

＜社会教育行政の現状＞
①教育委員会は社会教育の協議？
②3つの「ゲン」の後回し
権限・財源・人間

「教育行政の一体的化」から始まる！



教師の業務だが負担
軽減が可能な業務

視点③
学校の業務だが必ずしも
教師が担う必要のない業務

視点①

基本的には学校以外が担うべき業務

視点②

視点④
教育委員会や教職員同士で改善

（参考：岡山県浅口市鴨方東小学校）

☆学校運営協議会制度の充実
☆地域学校協働本部との連携

～地域住民のネットワーク～

☆物的・構造的環境の改善
☆心理的・人間的環境づくり
☆教育の充実に向けた人的確保

☆業務内容のスクラップ＆ビルド
☆校務分掌の大改善
☆効果的な時間の使い方改善

観点①業務

観点③協働

観点②環境

意識改革
教職員の意識の共有と協働

心的・時間的ゆとりから生まれる教育の質の向上を目指す

「学校運営協議会制度」と「地域学校協働本部」の一体的推進



学  校(経営・運営)

＜コミュニティ・スクール＞

学校運営協議会

学校運営への支援・協力

地域貢献活動

地域学校協働本部

地域住民・団体等の緩やかなネットワーク

「学校を核とした地域づくり」
＜推進する仕組み（体制）＞

委員へ

「学校運営協議会制度」と「地域学校協働本部」の一体的推進の構造



≪課題対応と原因療法の学校運営型≫

＜コーディネーター＞

－学校運営協議会－

「願い」の共有による「地域とともにある学校」

「学校支援」 「学校運営型(地域学校協働活動）」へ

☆
学
校
と
協
議
会
の
願
い
の
共
有

☆
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
ト
機
能
の
充
実

支
援

地域学校協働本部
<コーディネーター>

期
待

≪課題対応の学校支援型≫

学校運営協議会

＜学校を核＞
地域づくり

 ～地域課題～
産業や文化継承
高齢者問題
地域のつながり
年金問題 等



地域学校協働本部の重要な２つの役割
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

地域が学校に協力的に

なってほしい

地域の教育力を上げてほしい

保護者が学校に協力的

になってほしい

家庭の教育力を上げてほしい

学校に対する保護者や地域

の理解を深めてほしい

保護者や地域からの苦情を

減らしてほしい

保護者や地域による学校支援

活動を活発にしてほしい

保護者や地域への願い（N=17)
とても

思う

思う 思わない 全く

思わない

わから

ない

平成２６年度調査



石垣小学校コミュニティ・スクールの事業計画（平成２７年度）

「『心』のコミュニィテー」
①異学年のつながりが薄い
②地域の大人とのつながりがない

①学習する意欲が低い
②体験活動の不足

「『夢』のコミュニィテー」

①学校外での生活情報が見えない(心配)
②地域の安全安心の環境づくり

「『命』のコミュニィテー」

①体験活動・出前授業・ゲストティチャー
②宿題補助（家庭学習支援）
③授業引率の補助

①地域主導の放課後の異年齢活動
②地域とのふれあいイベント
③地域との日常的な交流

①登下校・放課後の見守り
②安全・美化の啓発と声かけ

『親育』の
コミュニィテー

「我が子への関心」
 を高める研修

将来、自分の夢を実現できるための生きた学力の育成

子供の安全と健康のための活動

対人関係を作り出すコミュニケーション力の育成



第１期のテーマ(H29年度～）

地域（社会）に開かれた教育課程への学校運営協議会の取組

～教職員の願いを基にした地域学校協働活動カルテの作成～

第２期のテーマ（R3年度～）

教職員の心的・時間的ゆとりから生まれる教育の質の向上の取組

～教職員が取り組みたい協働による改善策のアンケートから～

第３期のテーマ（R５年度～）

地域や学校と一緒に「今、家庭の出番をアップデート」

～保護者への「こんな子供に育ってほしい」アンケートから～

別府市立石垣小学校学校運営協議会の取組みの歴史



学
校
運
営
協
議
会
で
の
協
議

教
員
・住
民
・保
護
者
の
熟
議

児
童
会
役
員
と
の
情
報
交
換

学
校
運
営
協
議
会
が

課
題
に
関
す
る

資
料
収
集
と
発
信
＜資料収集＞
教員アンケート
保護者アンケート
児童と意見交換
＜取組の発信＞
教員の意識改革
保護者への啓発
地域組織の活動
教育行政へ要望



令和元年市町村教育委員会アンケート報告書＞ ＜報告書を基にした「Ｑ＆Ａ資料」＞
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大分県における「地域学校協働活動」の現状





地域学校協働本部の設置
＜県全体（小・中・義務）＞
 ３４１校（９３．７％）

コミュニティ・スクール
＜県全体（小・中・義務）＞
３４６校（９５．１％）

地域学校協働本部の状況コミュニティ・スクールの状況

大分県の「地域学校協働活動」の実施状況
＜「コミュニティ・スクール」と「地域学校協働本部」の状況＞

教職員の校務分掌

「地域協育推進担当（仮称）」設置
＜H18調査＞＜H25調査＞

小学校 ３８％ →１００％
中学校 ３６％ → ９８％
※H25調査でほぼ100%なのでH26以降は調査無

コーディネーター数/本部数

地域学校協働活動担当コーディネーター
（地域学校協働活動推進員・協育コーディネーター等）

＜H24調査＞ ＜R5現在＞
コーディネーター数  ８１名  ２１１名

      （支援本部）118 （協働本部）157

※「地域教育振興プラン」の最初の取組
みは各学校の校務分掌に「地域協育推進
担当」を置くことから始めて、学校教育
担当課がコミュニティ・スクールの導入
を推進して取り組んだ。

令和
５年度

※「地域教育振興プラン」の最初の取
組みは社会教育担当課によって、公民
館がコーディネート機能を持って、地
域住民の学校への支援システムであった。
コーディネーターの配置については国の補助
金の活用や市町村の予算、
機構改革等を勧めることとした。



・地域社会主人公の地域学校協働活動のシステム化
・地域と学校を繋ぐ「協育コーディネーター」の育成と活動のシステム化

・学校運営協議会委員自身の「必要性の認識」「役割の認識」

＜未来＞地域社会における「教育の協働」のシステム化

・教職員の学校運営協議会の有用性の認識と協働意識

地域学校協働活動の推進の基盤づくり

学校教育
行政

社会教育
  行政

コミュニティ
スクール担当

地域学校協働
本部担当

一体的推進部署

実 践実 践

権限・財源・人間 権限・財源・人間



第３期教育改革（学校週５日制度）を推進してきた人たちは
＜未来の教育の理想に向かって＞

＜未来＞更なる「未来」の教育者が「過去」の歴史を礎に
した新たな教育活動へと発展！

歴史が今を作り、未来を創る！

＜現在＞今の教育が未来の教育への礎になる教育の充実！
※現在の取組みも？年後には「過去」になる

更なる「未来」に向かう歴史を作るために！

＜過去＞学校週５日制度を受けて様々な教育改革への対応

「教育の協働」の歴史を作る教育改革の始まり
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